
1．問題の所在

介護保険法の成立を契機に，介護サービスが措
置から契約へと原則的に移行した。このサービス
の市場化の実態については，その経験的研究の蓄
積が重要だと指摘される（平岡 2004 : 309）。い
うまでもなく契約においては，決められたサービ
スが供給されるのではなく，いくつかのサービス
から入居者が選択をする。とはいえ，とりわけ高
齢者介護においてはこの点に問題が生じる。すな
わち入居者の中に多くの「認知症」1）と診断され
る高齢者が含まれている点を熟考しておく必要が
あるだろう。こうした高齢者のリフレクションの
在り方を，天田城介は「老い衰えてゆくこと」の
「寄る辺なき再帰性」（天田 2003 : 54）と表現す
る。そのような存在は，どこまで選択の主体であ
りえるのか。
もっとも人は単独で存在しているわけではな

く，社会関係の中に存在している。したがって法
律でも定められているとおり，リフレクション，
それに基づく決定は必ずしも本人が行う必要はな

い。実際，家族，あるいは親族がその決定を行う
場合が多いであろう。ただ一方で，家族や親族と
の関係の希薄化が統計的にも示される点は注目し
ておかなければならない（内閣府 2007 : 30−5）。
また家族が「個人を社会から隔離する壁としても
機能しうる」（藤村 1999 : 15）という指摘も無
視するわけにはいかない。すなわち家族，親族が
いつも良き代理者であるとは限らないのである。
こうした問題は，在宅サービスにおいても重要な
論点であろう。ただサービスが集中する施設サー
ビスにおいて，よりその深刻さは増すのではなか
ろうか。ましてや入居施設においては最期まで 24

時間，サービスは継続する。大げさにいえば「閉
じ込め」により，生殺与奪の権を握られていると
もいえよう（Foucault 1972＝1975）。施設を訪問
していると，確かに毎日のように足繁く入居者の
元に通う家族も多い。だが配偶者とも死別し親族
とも疎遠となり，訪問者が何ヶ月もなくひとり施
設の中で暮らす高齢者も存在する。ひとり暮らし
高齢者の増加傾向や別居家族との疎遠性を考え合
わせるとき（内閣府 2008 : 16−24），このことは
将来より深く考慮すべき問題となってくることが

高齢者施設の QOL と市民活動

藤谷 忠昭＊

高齢者施設における入居者の生活の質の維持，向上を図ることは高齢社会における課題のひとつであろ
う。本論文では，特別養護老人ホームを対象に施設の改善を目指して活動している NPO を事例とし，参与観
察に基づいてその意義と可能性について論じる。この NPO の活動会員たちは，月に 2回特別養護老人ホーム
の入居者からの聞き取りを中心に，入居者と施設との「橋渡し」の役割を担っている。その活動は「市民感
覚」に基づいて施設へ提言し改善を促し，さらにその争点を外部に移送する。こうした活動は，介護保険法
によって方向付けられた契約において，「認知症」と診断された高齢者たちの自己決定を補完する方法のひと
つを示していると同時に，高齢化の進む市民社会の新しい在り方を示している。

キーワード：高齢者施設，NPO，自己決定

──────────────────────────────────────────
＊相愛大学人文学部社会デザイン学科

相愛大学人間発達学研究
2011. 3. 9−20 原 著

― ９ ―



推測される。
もちろん，そのための制度の整備が進められて
いないわけではない。たとえば後見人制度の改
正，また介護サービスの情報の公表や，福祉サー
ビスの第 3者評価などによる施設評価の導入など
が政府によって進められている2）。このような公
的制度の整備が重要であることは，論を待たな
い。ここに「見境もなく働く再帰性」（Giddens

1990 : 39＝1993 : 56）という近代の特徴が高齢
者施設をめぐって現出しているともいえる。だが
措置から契約への移行の大きな要因のひとつは，
財政の逼迫にある。したがって，どれだけ潤沢な
評価・改善が可能かどうかについては必ずしも楽
観視できない。また，こうした政策に対して「上
からの強固なコントロールがなければ社会秩序を
維持できず，住民によるコントロールという発想
はない」という批判も可能であろう（武智
2001 : 103）。このような状況の中で，注目され
るのは NPO による「市民」活動である。実際，
現在，施設の在り方について検討し提言する NPO

が増えてきている。その活動の内容は，ここまで
述べてきた「閉じ込め」の問題を吟味する上で極
めて重要だと思われる。とはいえ介護をめぐる
NPO についてはサービスを提供する「市民」活
動が主に注目されてはきたが（田中・浅川・安立
2003），施設の改善を目的とする NPO の社会的
な意味は未だ十分に吟味されているとは言い難
い。こうした NPO は施設に入居する高齢者，と
りわけ「認知症」とされる高齢者をいかに，また
どのように支援できるのか。その意義，限界，可
能性を明らかにしておくことは，今後のさらに進
んだ高齢化に備え，緊急の課題であると思われ
る。
このような課題について考えるために筆者は，

2005年 11月から 5年間，研究のためという了解
を得た上で，ある NPO に所属し，入居者とコミ
ュニケーションを取りながら，聞き取りと観察に
よりその問題点を施設に伝えるというボランティ
アを行っている。本論文では，この NPO が蓄積
してきた事例と筆者自身の参与観察により得た知

見に基づいて，こうした「市民」活動の社会的意
味について検討してみたいと思う。

2．提起・改善促進活動の内容

まず本節では，筆者が参与観察を行っているネ
ットワーク型3）の NPO とそこで行われている
「市民」活動について，ごく簡単に紹介し，その
特長を整理しておきたい。
本論文で取り上げる NPO は，介護保険制度が
施行された 2000年に設立された「特定非営利活
動法人・介護保険市民オンブズマン機構・大阪」
である。保険料を支払っている市民自身がそのサ
ービスについてチェックするのは介護保険法の理
念にも一致している，こうした考えのもと理事 10

名，事務職員 3名の構成でボランティアの活動会
員に委託し，現在 40余りの特別養護老人ホーム
を主な対象に施設の改善促進活動を展開してい
る。
この活動の目的は「市民の立場に立って入居者
の基本的人権の擁護を図りながら施設が提供する
介護サービスの質の向上に寄与していくこと」だ
という。また「『告発型』ではなく『橋渡し役』
を念頭に，『市民感覚』をベースに『主観の共同
化』を図りながら活動をする」（「活動に際しての
確認事項」）ことがコンセプトとして掲げられて
いる。では，具体的にはどのような活動が行われ
ているのだろうか。簡単に見ておこう。まず，活
動を希望する者は約 30時間の研修を受ける。そ
の後，年度ごとに決められた施設へ 2人 1組で月
2回赴き，約 2時間，入居者と日常的な会話をし
ながら要望・苦情を聞き取る。入居者から聞き取
った事柄や，施設の様子を観察し気付いた内容
は，原則として毎回，担当の介護職員に伝え，回
答を促す。6ヶ月に 1度は 1時間程度，施設長な
どの責任者を交え意見を交換する。これらの交渉
の内容は事務局に報告書として提出される。並行
して月 1回の月例研究会では各回，テーマが設定
され活動会員が拾い上げた個々の事例に基づき，
特別養護老人ホームの在り方について検討する。
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それらの結果は，施設名，入居者名を伏せた形態
で年次報告として冊子にまとめられ刊行されてい
る。さて，このような「市民」による改善促進活
動には，どのような特長が想定されるだろうか。
第 1に行政による評価の限界点を補完し，さら
には発展を促す可能性を考えることができる。た
とえば，すでに述べた厚生労働省の行う介護サー
ビス情報の公表などには，すべての施設に対し網
羅的に行われるという利点がある。けれども客観
性を重視するためか書類情報が主であり，対面状
況から知ることのできる問題点が浮き彫りにされ
にくい4）。こうした手法に比べ月に 2回，聞き取
りを行えば，より綿密な入居者の意思を拾い上げ
ることができるだろう。いわばデジタル的な評価
に対してアナログ的な観察による補完が期待でき
る。そこで拾い上げられた観点が介護情報の公表
の項目に将来，盛り込まれることも考えられる。
だが，それだけではない。場合によっては，いま
までにない施策の展開を促すというメリットが期
待できる点を指摘しておきたい。実際，厚生労働
省が先導し市町村が任意で行っている介護相談員
制度は，件の NPO の活動がモデルになっている
という。すなわち，そもそも制度的になかったも
のが民間団体のアイディアによって開始され，新
たに制度的な発展を遂げるという可能性が考えら
れるのである。
第 2に，この NPO のようなネットワーク型活

動の特長は，情報がより広く社会に拡散するとい
う点に求められるだろう。とりわけ施設間の横の
つながりにおいて利点があると考えられる。もち
ろん従来，各施設同士で情報の交換はなされてき
ただろう。だが食事や入浴など基本的な項目で手
が一杯なのか，入居者の生活に関する細かな情報
の交換は意外と行われていない。そうした状況の
中で数年，複数の施設で活動してきた会員たち
は，他の施設で見聞きした工夫や，月例研究会な
どで得た他の施設での情報などを，担当する施設
に提言として伝えることもできる。この活動の中
心的な目的が入居者と施設との「橋渡し」である
ことはすでに見たとおりだが，そうした目的を越

えて施設間同士の情報交換にも機能しうるであろ
う。
このように本節では，本論文で事例とするネッ
トワーク型 NPO の特長を概観した。もちろん，
こうした表面的な記述だけでは，その意義は十分
に明らかにならない。そこで以下では具体的事例
を挙げながら，「市民」による施設の改善促進活
動の意義をさらに分析していこうと思う。

3．事例の概要

毎年，刊行される年次報告書の事例についてさ
らに有志の会員が分析し 2年に 1度，冊子として
発行している。その「2005−06 年度」版によれ
ば，2年間で報告された事例は 1,050件で，それ
らが図 1のように 11項目に区分され，それぞれ
会員の提言で改善されたもの，改善されなかった
もの，入居者の思い違いや，施設への照会に過ぎ
ない事案など提言として該当しないものに分類さ
れている。該当するものに限れば，平均 60％の
改善が報告されており，活動の施設への影響を伺
うことができる5）。さて，それらを概観してみれ
ば，正確に線引きは不可能だとはいえ事例分析の
内容は，より日常的なものと，より専門的なもの
とに大きく二分できる。前者は「コミュニケーシ
ョン」「食事」「外出」「生活環境」「入浴」「楽し
み」「金銭・費用」という項目に，後者は「リハ
ビリ」「介護・介護体制」「診療・治療」という項
目におおよそ分類され，それぞれの意義，課題は
やや位相が異なるように思われる。1,000件を越
える事例をここで網羅的にすべて紹介する余裕は
ないが，その活動の意義を把握するため以下では
より日常的なものとより専門的なものとに分け，
それぞれの特徴を具体的な例を挙げつつ整理して
みることにしたい。
まず，より日常的な内容について見ていこう。
それらは，とりたてて高齢者施設でなくても経験
しうる対人関係に関する苦痛やちょっとした日常
的な要望などから構成される。たとえば「コミュ
ニケーション」では，入居者とサービス提供者と
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の関係がひとつの課題となっている。「耳が遠い
からはっきり言ってほしい」「職員が知らないふ
りをする」といった苦情が取り上げられ，会員の
提言で施設はそのことを初めて知り改善された例
などが報告されている。また同じ項では，入居者
同士の関係が課題となっている。「同室の入居者
がうるさい」「大声で怒鳴られた」といった苦情
が取り挙げられ，それらに対し会員の仲介で「食
事の席を変える」「居室を変える」などで解決し
ている例が報告されている。こうした「コミュニ
ケーション」に関する悩みは，高齢者施設でなく
とも誰しも経験する日常的な事例である。ただ，
この場合，このようなごく当たり前の苦痛を回避
したり，改善したりすることは容易ではない。た
とえば気に入らない相手とは，エネルギーは必要
なものの距離を取ればよいのかもしれない。だが
施設では，そのことをサービス提供者が気付き，
そうしようと思わない限り実現しない。いうまで
もなく，それは能力的衰えがあるからであり，集
団生活ゆえに場所の移動が自由でないからであ
る。
こうした「コミュニケーション」に関する課題
と並んで，日常的な事例には，あるいは些末だと
思われるかもしれない要望から構成される。たと
えば「食事」の項では，「パンをトーストで食べ
たい」という希望を会員が施設に伝えたという報
告がある。それを受け，施設による嗜好調査が行

われた末，トースターが設置されたという6）。ま
た「外出」の項では，「外食や買い物，美術館や
観光地，墓参りや故郷への外出」の希望が 11件
報告されている。これらのうち「野球観戦」「日
帰り」など 5件は実現した一方，他の約半数は人
手不足などを理由に未改善となっていると報告さ
れている7）。こうしたごく日常的な要望もやは
り，それらをサービス提供者が気付き，そうしよ
うと思わない限り実現しない。能力的衰え，集団
生活といった制約に加え，「介護をしてもらって
いる」という心理的負い目から，それを直接，提
起することに対する遠慮が存在するからでもあ
る8）。
これらの要望や苦情に基づいて施設への改善促
進活動が「市民感覚」によって行われているとい
うことを，前節では見た。では，この場合「市民
感覚」とは何か。マニュアルなどで公式に定式化
されているわけではないが，これらの事例に対す
る活動の内容から考えるならば，ここで「市民感
覚」とは職務上の感覚ではなく多くの人の日常的
な生活から得られた感覚だとさしあたりいえるだ
ろう。その感覚においては当然のことが高齢者施
設ゆえに実現していないという点が，こうした事
例を通して明らかにされていることだといえる。
次に，より専門的な内容について見ていこう。
いうまでもなく専門的な事項については，専門家
の判断が必要な問題である。入居者にとって全く

図 1 事例の分布
（出典）NPO のまとめた「2005−06年度事例分析」のデータ（1,050件）を基に筆者が作成
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の他人である非専門家である「市民」の判断の介
入にはリスクも伴う。そうした要望や苦情につい
て果たして非専門家である「市民」が発言するべ
きなのであろうか。ここでもそのすべてを検討す
る余裕はないのだが，専門的な事例を概観してみ
ると，少なくとも以下の 3 つのタイプが存在す
る。
第 1に，悪意はないが専門家が見逃していると
ういう事例がそこには含まれている。たとえば
「リハビリ」の項にはリハビリの実施，充実につ
いての要望が 15件挙げられている。そのうち，
その希望を職員が気付いていなかっただけですぐ
に対応されたなど改善された事例が 6件あったと
紹介されている。また「診療・治療」について
は，心身の不調に関する訴えが 59件ある。その
うち「見えにくい」「手足がかゆい」など入居者
の訴えや会員の観察を施設に伝え，新しい眼鏡の
使用や治療などで解決された事例が 22件だと報
告されている。
第 2に処置自体は妥当であったとしても，入居
者や家族に十分に説明が行われていない事例が存
在する。たとえば「診療・治療」の項目には「何
の薬かわからないので不安」「足の腫れの原因を
まだ聞いていない」など説明不足に起因すると思
われる事例が 11件含まれている。そのうち，改
めて説明するなどで改善したものが 6件だと報告
されている。
第 3に専門家の観点からはよいことであったと
しても，「市民感覚」からいえば，改善した方が
よいとされた事例が存在する。「介護・介護体
制」では，たとえば「排泄時にカーテンやドアを
閉めていない」などプライバシーに関する事例が
7件紹介されている。会員の提言でそのうち 5件
は改善されたと報告されている。また「事故・身
体拘束に関するもの」として「車椅子」への拘
束，「ベッドの 4本柵による」拘束など 7件が挙
げられており，それらの苦情はすべて改善された
という。身体拘束の解除などは当たり前のようで
はあるが，いまだ事例の中に現に存在している点
は注目しておきたい。

さて，ここで紹介した具体的事例に基づいて，
専門家の振る舞いに対する「市民」の提言はリス
クを生じているといえるだろうか。この点につい
ては全体の分析を踏まえ最後に改めて検討する
が，ここでも簡単に整理しておこう。
悪意なく専門家が見逃している事例を伝えるこ
とに問題はなかろう。それは不作為の指摘に過ぎ
ない。では，入居者に対する説明不足については
どうか。たとえ「認知症」だと診断されていると
しても理解可能な範囲でのインフォームド・コン
セントは必要であろう。実際に，説明だけで納得
し解決する事例も存在するというのが，ここで明
らかにされていることである。さて，専門家自身
が気付いていないゆえに実現していない事例につ
いては，どうだろう。プライバシーや身体拘束な
どを，入居者が容易には提起できないのは，すで
に述べた能力の衰え，集団生活，遠慮に加え，さ
らに不審に思いながらも家族や専門家の言うこと
だからという自重が働くことは想像するに難くな
い。
このように具体的に現状を分析してみれば，

「市民」の介入によるリスクに対する懸念もさる
ことながら，むしろ専門家の壁の厚さこそ俎上に
挙げなければならないことを事例は示していると
考えられるのである9）。

4．規準自体がアジェンダである争点の発見

前節では，より日常的なものとより専門的なも
のに分けつつ，事例を紹介しながら NPO による
施設の改善促進活動の意義を考えてきた。ただ，
そこで取り上げたのは，結論が比較的了解を得や
すい例だとはいえる。すなわちパンはトーストで
食べる，身体拘束をなくすなど，できれば実現で
きればよいものだと誰もが考えることではなかろ
うか。契約料を払って長い間，このような NPO

を受け入れている志の高い施設なら，改めて指摘
しなければならないことも少ない。それでも，そ
うした施設に対しても提起が引き続き必要だと考
えられる理由は 2つある。ひとつは，かつて達成
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されていたことも達成されていないことが挙げら
れる。緊張感の持続のために，継続的な働きかけ
が必要なのである。だが，もうひとつの理由に，
どこの施設でも起こりえるけれど，いまだひとつ
の解決に収斂していない問題が残っているという
点がある。そうした課題は，おそらく永遠に生起
していくであろうとも思われる。では，これらの
課題について，どう考えればよいのだろうか。そ
こで以下では，筆者自身が観察した事例をやや詳
しく紹介しながら，この第 2の点に焦点を絞り，
こうした NPO 活動の意義をさらに考えていくこ
とにしたい。なお匿名性を保つため，観察の日
付，観察した施設名などは記さない。
その事例を観察したのは，筆者の活動日の昼食
時間のことであった。まずは，その内容を具体的
に記述してみよう。ある入居者のひとりが流動物
を手づかみで食べていた。その入居者は，かなり
進んだ「認知症」だとみなされている。文化的生
活という原則からいえば，箸，それが難しいとし
てもスプーンを使うべきなのだろう。食べやすい
形態に工夫された食器も市販されている。それも
無理なのであれば，職員が食事介助をすべきなの
だろうか。最初，この事例は改善を指摘すべき例
だと考えた。
だが，よく考えてみると箸，少なくともスプー
ンで食べるというのが，われわれの見慣れた風景
であるとしても別に普遍的な習慣ではない。した
がって同じ文化的背景を共有する「われわれ」に
とって，その光景に違和感があるだけで，「われ
われ」の範囲を少し広げて考えてみれば，こうし
た食べ方は正当性を持ってしまう。そう考えるな
ら，箸，スプーンを使うことが無理であり，かつ
手で食べることが可能なら，そのことは必ずしも
否定されるべきではないのかもしれない。食事介
助を推奨すべきなのか，そのまま放置すべきなの
か，その場での判断は付きかねてしまった。
この NPO では，すでに述べたように月例研究
会が開かれている。そこで施設に指摘する前に，
他の会員にその事例についてどうしたらよいのか
相談してみることにした。20人前後の活動会員

が集まったこの研究会では，すぐに答えを得られ
るだろうという期待に反し，いままで議論したこ
とのなかった例であるということであった。ある
会員は，確かに文化的背景を前提とした場合，箸
やスプーンの使用を促し，それが無理なら職員が
食事介助をすべきだろうし，地域的に限定された
ものとはいえ文化的な美意識を保持することが生
活に根差した「市民感覚」ではないのかという。
だが他の会員からは，自立支援という観点からは
放置すべき光景だ，というのも手づかみであった
としても食べるという意欲を自分で満たす行為は
重要だからであり，「われわれ」の美意識からい
えば違和感があったとしても生命力の肯定という
意味で入居者のその行動は尊重されるべきなので
はないのかという主張がなされた。大きくこの 2

つの意見に分かれ，しばらく議論をした末，ここ
では確定した答は出せないという結論になってし
まった。むしろ，そうしている施設の意図こそ重
要であり，それを施設に聞いてみるべきであると
提案された。
そこで半年に 1度行われる面談の際に，この月
例会での検討内容をも含め，その事例について施
設に伝えた。出席者は筆者ともう一人の活動会
員，施設長の他に主任介護士を含む 4 名の職員
で，1時間程度の話し合いがあった。その中で施
設長は事態を承知していると認めつつ，この件に
ついて以下のように説明をした。その入居者は最
初はスプーンで食べていても，そのうち手づかみ
で食べている，嚥下障害があるので，にぎり飯な
ど固形物による摂取も難しい，毎回の食事によっ
て手づかみになるかどうかにはムラがある，こう
した諸点を踏まえ，施設では文化的背景による美
意識より，本人の食べる意欲を重視している，も
しその放置がけしからんというのであれば，どう
したらよいのか具体的に教えてほしいということ
であった。その後，もうひとりの活動会員は，ど
うしてほしいかという家族の思いも重視した方が
よいのではないかという意見をその場で出した。
だが家族の見解よりも本人の意欲が大切ではない
かという施設長の意見に，それ以上はどうしよう
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もなく，少なくとも食べた後はきれいにしてほし
いと指摘するにとどまった10）。
さて，この事例自体は，あるいは福祉の専門家
の世界ではさほど珍しい問題ではなく，すでに議
論がなされているのかもしれない。しかし，もち
ろんその是非自体をここで問題としたいわけでは
ない。むしろ考えておきたいのは，前節で取り上
げたような外出の希望や身体拘束の解除などとは
異なり，現場ではその是非が直ちに判断できない
事態が起きているという点である11）。確かに，リ
ハビリや治療のような専門的な事例においても，
「市民」にとっては判断の難しい問題が存在す
る。だが，ここで紹介した事例の特徴は，施設長
を含む専門家もまたひとつの解答を導き出すこと
ができず，同時に本人の意思も十分に確認できな
い点にある。批判の規準自体がアジェンダであ
る，こうした事例に対しては固定的な批判は不可
能であり，その場合，当事者である施設職員に課
題を託して終わることはできない。むしろ会員自
体がまず，その決定をともに考える事態に巻き込
まれていくことになる。

5．施設と社会との「橋渡し」

前節では，発見された争点が専門的知見でも
「市民感覚」でも決定的な解決へとは結びついて
いない事例についてやや詳しく見た。では，その
ことは問題を解決できない，あるいは場合によっ
ては現状を追認するだけにとどまらざるをえな
い，この NPO の活動の限界を示しているのだろ
うか。一面では，そうなのかもしれない。とはい
え，そもそも何か問題があったとしても，それが
一義的に解答可能なものであるのならば，すでに
行われている公的機関によるチェック項目として
確認が行われればよい。だが一義的な解答の得ら
れない事態が事実として生じるからこそ，介護保
険法においても「選択」が重視されているのだと
いえる。一方で，その現場には多くの「認知症」
と名指される者たちがいる。そこにパラドックス
が存在する。では，こうした状況において，どの

ようなことが行われていたのか。むしろここで
は，決定的な解決へとは至らない事例をめぐるそ
の活動の機能にこそ着目すべきだと思われる。そ
れは，どのような点においてなのか。
まず現状を把握するという観点から考えてみよ
う。入居者の手づかみの食事を黙認するという
「解決」が活動会員の介入以前にすでに選択され
ていた，というのが施設長の説明であった。た
だ，それだけではその「解決」がどのように選択
されたのか，あるいは，そもそも選択されたのか
どうか定かではない。だが前節で見た一連のコミ
ュニケーションは，それが選択の結果であるこ
と，また，どのような選択であるのかを明らかに
していた。もっとも，施設の説明が後付けに過ぎ
ないという批判は可能であろう。実際のところ忙
しさの余り，介助に手が回らないまま放置されて
いたのかもしれない。だが，たとえそうだとして
も争点が争点として明らかになり，施設にアカウ
ンタビリティが求められ，放置されているそのこ
とが意識的になったこと，また，後付けだとして
も文化的美感より食べるという意欲を重視する
「結果」からその対応は選択されたのだという意
識が何人かの間で共有されたこと，これらの点が
事例から少なくとも明らかになっているといえ
る。すなわち，ここでは本人の意思が必要であり
ながらその確認が困難であるとみなされる場合，
その意思がいかに推定されたかについてのアカウ
ンタビリティが成立しているといえるだろう。
しかし，もちろん次に，その意思の推定の妥当
性が問題となる。件の事例について，その「決
定」をめぐる議論が家族や法定代理人によって行
われていたのかもしれない。とはいえ代理である
ことはいうまでもなく主体の意思とイコールでは
ない。とすれば，こうした場合，「認知症」とみ
なされた者との「合意」は，どのように調達され
るべきなのだろうか。
この点を考えるために参考になると思われるの
は，リチャード・ローティの「合意」をめぐる議
論である。その議論においてローティは，ユルゲ
ン・ハーバーマスと同じくコミュニケーションに
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よる「合意」に希望を持ちながらも，「合意」が
「討議」を含むコミュニケーションによって必ず
しも達成できると考えない。むしろ「続く限り，
決して一致への希望を失わないような会話」に期
待を寄せる。あるいは場合によって，それは「少
なくとも刺激的で実りある不一致への希望」
（Rorty 1979 : 318＝1993 : 370）に過ぎないとも
いう。高齢者施設に一見，無関係にみえるこの議
論が件の事例に対して極めて示唆的に映る。どの
ようにか。言い換えてみよう。「認知症」と診断
された者との「合意」について確証を得ることは
確かに難しい。しかし契約であるのなら，その意
思を想定して何からの「決定」をしなければ業務
は遂行できないのも事実だろう。その「決定」自
体，そこそこ安定的なものでなければならないこ
とはいうまでもない。このように一義的に決定で
きない事項に関して，他の者を含めても「討議」
による「合意」が必ずしも調達できないことは，
すでに見たとおりである。だがローティの議論に
沿えば，急いだ「合意」を調達することが重要な
のではない。専門家により，あるいは代理人によ
り「決定」はなされたとしても，それはとりあえ
ずの「決定」に過ぎない。不安定なものを性急に
安定させるのではなく，むしろ「不一致」も承知
の上で「一致への希望」を失わないということ，
不一致の残るその争点について「会話」を継続す
べきであるということ，こうした点こそ重要なの
である。
とすれば，その論点をめぐる「会話」はどうや
って，またどこで継続されるのか。
この観点から見たとき件の NPO の活動は，業
務的な「決定」をめぐる「会話」の「継続」につ
いて，次の 3つの機能を果たしているように思
う。第 1に，それは定期的な訪問によって多様な
解釈が可能な事態についての「決定」を絶えず疑
問を付し，新たな「会話」を誘発させていた。ま
た第 2に，そのことで「決定」に争点を見出し，
それらの「決定」について吟味するための情報を
外部へ移送していた。第 3 に，その活動は施設
長，介護士，活動会員との間だけではなく，他の

活動会員との間にも，それらの争点をめぐる新た
なコミュニケーションを創発しているのであっ
た。このように整理するならば，件の NPO の活
動は施設にアカウンタビリティを求めるだけでは
なく，さらに施設で発見した争点をより広い社会
的文脈に位置付ける機能を果たしているといえよ
う。

6．自己決定と社会的リフレクション

前節で，NPO の機能について事例に基づきつ
つ検討してきた。では，その機能はいったい，ど
のような社会学的含意を持っているのだろうか。
最後に，この点について本論文を振り返りながら
考えてみよう。
介護保険法の成立を契機に，介護サービスは措
置から契約へと原則的に移行した。にもかかわら
ず「認知症」と名指された者たちをアクターとし
て近代的契約の物語は貫徹できない12）。こうした
限界を踏まえ介護サービス情報の公表や福祉サー
ビスの第 3者評価など，いわば行政主導の組織的
なリフレクションが盛んになっていることもすで
に述べた。ただ，それらの組織的リフレクション
は情報開示のため，よくても組織改革のためのも
ので，それ自身，自己省察ができなくなってしま
ったとみなされる個々の個体の代弁を目指すもの
ではない。事例としてきた NPO による活動もも
ちろん，とりわけ施設から見るならばこのような
組織的リフレクションのひとつとして位置付ける
ことができるだろう。この点で「リスク社会」で
は素人と玄人の境界が曖昧になるというウルリッ
ヒ・ベックの指摘は正しい（Beck 1986＝1998）。
だがネットワーク型 NPO の活動の結果は，そう
した組織的リフレクションの域にとどまってはい
なかった。すなわち，その活動により個々の争点
をめぐって担当者や家族だけでなく直接，利害を
持たない人々の間でコミュニケーションが生起
し，リフレクションは図 2のように施設の壁を越
え「外部」へと発展していた。本論文ではそこに
意義をも見出したのである。では，なぜ，そのよ
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うなことが起こるのか。
事例でも具体的に見たとおり，この活動は組織
の維持・改善を図るための協力者としての批判，
すなわち内部の事情を踏まえた批判でなければな
らないという仕組みになっている。すなわち会員
は，告発型の活動とは異なり，同時に当の組織の
事情を鑑みつつ，実現可能な対策を提示しなけれ
ばならない。実際，施設の非を指摘した際にしば
しば，ではどうすればよいですかと聞かれる。そ
の仕組みゆえに活動者の心理的負担は大きいもの
の，先進的な事例の実現性も高まる13）。すなわ
ち，現場の専門家が思いつかないことを，他の施
設での知見や他の会員からの情報や介護以外の生
活経験を踏まえつつ提案が可能だからである。こ
のように直接の利害はないにもかかわらず日常的
な感覚で判断し意見を述べるのが，ここでの「市
民」の意味であった。この時点において，施設の
中での出来事が「市民」による省察へと広がりを
見せているといえる。また月例研究会などでは他
の活動会員，すなわち他の「市民」の省察へと発
展していた。その活動がネットワーク型ゆえに，
会員が活動施設を異動することを通じて他の契約
施設へと援用されることになる。
だが，これらの情報の拡散は施設と NPO の近
辺にとどまってはいなかった。まず活動以外では
活動会員が遭遇する場面においても，その争点は

浮上しうるであろう。加えて，すぐに広く読まれ
るわけではさすがになかろうが，年次報告の刊行
で取り上げられた事例が社会に蓄積され続けてい
ることにまちがいない。そのことで人生を預けて
しまっている人たちの衰えや遠慮などから指摘で
きない事柄が拾い上げられ，社会に少しずつでは
あるが浸透しているといえるのではなかろうか。
このように活動会員が活動とは別の場で人々と施
設の中の争点について語り合うこと，また報告書
としてさまざまな事例が社会に蓄積されること，
その報告を見た者が自分や自分の身近な人々のた
めの参照とすることなど，NPO の改善促進活動
を媒介に生起している，こうした諸々のリフレク
ションの総体を，ここで社会的リフレクションと
呼んでみたい。なるほど専門家や，家族による
「決定」は今後も重要な役割を果たすであろう。
しかし，その「決定」が正しいのかどうか引き続
き検討し，より広い社会的文脈で吟味すること
で，この社会的リフレクションに次のような機能
を見出すことができる。すなわち第 1に，いまだ
萌芽だとはいえ，それらの情報が契約施設にとど
まらず「認知症」と名指された人々一般の自己省
察を補完する可能性が考えられる。第 2に緊急の
課題ではない場合も，そこで持ち出された争点を
めぐる専門家を含む不特定多数のリフレクション
は，専門家のパラダイム，世論，政府の規準など

図 2 外部のコミュニケーションとの接続
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の変化を通じて，現場でのサービスの在り方を間
接的に変容させていくと考えられる。こうした観
点からいえば本論文で事例として取り上げてきた
ネットワーク型 NPO は，現場で発見された争点
を外部に移送し，組織的リフレクションから社会
的リフレクションへと「橋渡し」を行う，いわば
メディアの役割を果たしているといえよう。
もっとも，このような役割や機能をめぐって

は，とりわけ専門的な分野において個人的事柄を
社会的決定に委ねることについてのリスクが存在
することは，すでに述べた。この点に関して改め
て整理してみると，まず事例としてきた NPO の
活動自体については，3節で「市民感覚」による
提起がリスクよりもむしろ，専門家の気付いてい
ない点を明らかにしていることにその意義を認め
られる。では，そこから派生する社会的リフレク
ションについてはどうか。もちろん施設に赴かな
い一般の「市民」が，現場の個々の決定に直接介
入できるわけはない。懸案は，そうした当事者を
離れた決定が制度的に，当事者を巡る決定に影響
を及ぼしうるのかという点にあろう。たとえば施
設の外部に決定機関ができ，そこでの決定が現場
の専門家や近親者の決定を越え，当事者の代理を
行うというようなことがありうるのだろうか。い
まのところは杞憂に過ぎないとしても，将来そう
したことがありうるとしたら，もちろんそれは否
定されなければならない。すでに述べたように，
代理はいうまでもなく本人の意思とはイコールで
はない。したがって代理は法制度により，できる
限り限定されるべきである。とはいえ，並行して
考えておかなければならないことは専門家の決定
はもちろん，近親者の決定もまた，主体の意思と
イコールではないという点である。この点に対す
る理解も十分でなければ専門家や代理人の「専
制」，すなわち主体の意思の圧殺にもなりうる。
そのことを踏まえて具体的に見る限り，現場では
解決されていないまま放置されている例が目立つ
というのが，この参与観察による知見だったので
ある。たとえばプライバシーや身体拘束などの具
体的な争点は匿名化された上で積極的に外部に持

ち出し，専門家を交え検討されてしかるべきなの
である14）。
このように考えると，NPO の活動から派生し

た社会的リフレクションの作用は省察できなくな
ってしまった存在を代理するのではないし，そう
であるべきでもない。有志の「市民」によって差
し戻されるそれらの争点をより多様な文脈におい
てとらえ直すことで，それぞれの身近な事項の参
照点としつつ，その内容を吟味し，場合によって
は日常的な視点から専門的な観点に新たな規準を
生み出す15）。こうしたリフレクションを，この
NPO の活動は誘発しているのである。
近代社会がもし個人の選択を基本にした契約に
よって制度を運営するしかないのなら，このよう
な「橋渡し」作業は「選択」が不可能だとみなさ
れると同時に「選択」を迫られた人々にとって重
要な役割を持っているのではなかろうか。とりわ
けサービスを受ける者がものの言いにくい人手不
足の売り手「市場」ではなおさらである16）。有志
の「市民」による活動のその内容の是非について
吟味しつつも，専門家や家族による「決定」と並
行して，ゆるやかではあるがその「選択」の在り
方について可能な限り，より多くの者で考えてい
く，それを再帰的近代と呼ぶかどうかは別として
も，近代の契約を前提とした社会において，「選
択」が不可能だとみなされた存在を擁護する道の
ひとつだと考えられる。
もっとも NPO によるこうした活動自体には，
多くの課題が残されている。たとえば現存のすべ
ての施設を網羅していない点，提言に拘束力がな
い点などが挙げられる。それゆえ，その成果が驚
異的に波及するわけではない。また成員の確保に
苦慮している点も指摘しておく必要があろう17）。
同時に，ここで述べたことは高齢者という対象を
越えて，主体性を考える上で一般的な社会学的含
意をも持っているようにも思う。多くの課題とそ
うしたより広い理論的観点をも視野に入れなが
ら，事例を基にもうしばらく検討を続けるつもり
でいる。
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註
１）「痴呆症老人」と呼ぶ前に丹念に高齢者とのコミュ
ニケーションの前にとどまってみる出口泰靖に習
い，本論文では「認知症」という言葉を括弧で括
っておきたい（出口 2002）。

２）成年後見制度については，とりわけ事前に準備す
る任意後見制度の整備が期待される。ただ，そこ
そこの契約金は必要であり，そもそも「認知症」
と診断されたあと，その契約の遂行を誰がチェッ
クするのかという不安は残る。他にも各種の苦情
相談員制度が徐々に充実してきていることは，周
知のとおりである。

３）他にも行政が主導する団体，施設が主導する団体
などが全国にはあるが，ネットワーク型の活動は
「市民」が主導する点，また複数の施設を見渡せる
点に特徴がある。この点については藤谷（2008）
を，また個人的リスクについての行政の課題につ
いては藤谷（2009）を参照。

４）福祉サービスの第 3者評価については，入居者へ
の直接のコミュニケーションにより，その問題点
を指摘することができる。だが，制度導入が義務
づけられているのは一部の都道府県であるし，介
護情報サービスの公表と同じく年に 1回である。
またインターネットで開示されている，それらの
制度の報告を見ると，施設選択の情報として誰で
も解読可能なものであるとは，いまのところ言い
難い。これらの点については，筆者も参加した研
究会の報告書（介護保険市民オンブズマン機構大
阪，2007）を参照。

５）この分類の方法，項目ごとの改善率の差なども気
になるところであるが，その分析については稿を
改めたい。ただ「非改善」の事例も，争点が明ら
かにされるという点で意義があると考えられる。

６）「食事」については，活動会員も試食することがあ
る。栄養についてはどこも配慮が感じられるが，
味についてはまちまちで，施設によっては調理の
質が極端に悪いという感想を持つことがある。

７）聞き取りではなく，観察による事例も多い。たと
えば「生活環境」では，「ベッドの下が汚れてい
る」など「掃除に関するもの」について 24件の報
告があり，そのうち 17件が解決されたという。こ
れらの例は入居者からの要望・苦情ではなく，活
動会員の観察に基づく指摘によるものである。ま
た，身体拘束についての提言なども観察によるも
のが多い。実際に，入居者の手の平に便がこびり
ついたままだった事例もある。なお紙数の制約か

ら本文で取り上げられなかった「入浴」では「ゆ
っくり時間をかけて入浴したい」という要望，「楽
しみ」では手仕事や行事について要望，「金銭・費
用」では使えるお金やその増額に対する要望など
が事例として挙げられている。詳しい分析につい
ては，稿を改めたい。

８）尿意があっても職員は忙しそうなので我慢してい
るという事例や，長い髪でいたかったのに利便性
のために短く刈られてしまった事例などを挙げる
ことができるだろう。こうした要望・苦情につい
ては家族もまた施設に遠慮して言えないことが多
いという。率直な要望や苦情を述べることは，最
期まで永続的に取り結ばなければならないかもし
れないサービス提供者との関係を損ねる恐れが生
じる。この点に関連して，デイサービスにおける
「本人の『思い』」を聞き取ることの重要性につい
ては，井口（2007）を参照。

９）たとえば幻覚に服用中の薬の副作用の疑いを持っ
たとしても，それを確かめる専門的術はないし，
口から食事をしたいという経管治療の入居者の希
望を伝えたとしても「一生，無理です」と専門的
に断言されてしまえば，現状ではそれ以上どうす
ることもできない。

１０）その後，昼食時に訪れたとき，食事介助をしよう
とする職員に対し，その入居者は「（自分で）でき
る」と食事介助を拒否し，手づかみの食事を続け
ていた。

１１）直接観察した例では，動きたくない高齢者をリハ
ビリのために室内運動を促すかどうかという事
例，食事の時間なのでそれまで眠っていた寝ぼけ
眼の入居者に対して無理に食事を口に運ぶことが
よいのかどうかといった事例などがある。また他
の活動会員から聞いた中には，ロビーで誰も見て
いないテレビが付けっぱなしなっているのは果た
して望ましいのかという事例があった。また，あ
る施設の玄関に消毒液を置いていないという事例
では，置くべきであるという活動会員の指摘に対
して，一般の家庭のような玄関にしたいという施
設長の説明があり，いまだ洗面所に石鹸が準備さ
れているだけの状態になっているという。あるい
は芝生に遊歩道を設置し安全に車椅子で散歩でき
るようにするのか，リスクがあったとしても芝生
のまま自然の中で散歩してもらうべきなのかとい
う事例があった。他にも本人は喫煙したいのだが
家族の意向で禁煙になっている 90歳を越える入居
者の事例などがある。

藤谷忠昭
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１２）社会学の理論において，たとえばジョージ・ハー
バード・ミードは省察力がいまだ十分でない幼児
や子供について多く論じているが，高齢者につい
ての論考は見当たらない。とりわけ本論文の論点
からは，シンボルを使った話想宇宙の構想の困難
さに注目しておく必要がある（Mead 1934＝1973）。
高齢者がより大きな割合を占める社会では，契約
概念も必然的に何からの修正が迫られるだろう。

１３）たとえば，ある活動会員から聞いた事例で次のよ
うなものがあった。植物を持ち込みたいという入
居者がいるが，職員は手間がかかるので嫌がる。
それではと，その活動会員は施設長の許可を得て
屋上に自ら小さな菜園をつくった。いまでは，そ
こでの作業が入居者たちの楽しみのひとつになっ
ているという。

１４）もちろん，こうした検討においては，活動会員の
行動自体に対しても疑問は提起されかもしれな
い。それゆえ報告書などの刊行は，社会への発信
であると同時にいうまでもなく NPO の情報開示の
一部でもある。その情報を基に有志の「市民」の
介入によるリスクを防ぐ作業もまた，社会学的分
析を含めここでいう社会的リフレクションの一部
を占めなければならない。

１５）本論文で取り上げたプライバシー，身体拘束など
のほかにも，車椅子の使用法，口腔ケアなど，専
門的な議論にも影響を及ぼしうるテーマが事例の
中には含まれている。

１６）もちろん病院，監獄，託児者などの他の「閉じ込
め」においても，同型の議論が必要であろう。た
だ人手不足，売り手「市場」のほか，終身である
可能性が高い点，かつて一般的でなかったサービ
スが行われる可能性が高いという点で，高齢者施
設でのその意義は高いと考えられる。さらに，高
齢化の進展で生じる，それらの多くの事例は，他
の「閉じ込め」についての参照点を提供するだろ
う。

１７）この点に関してはむしろ，その動員の動向は高齢
社会の「成熟」の度合いのひとつの指標だと私は
考えている。
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